
第 16章 施工パッケージ型積算方式 

１６－１ 施工パッケージ型積算方式の概要

施工パッケージ型積算方式とは，直接工事費について，施工単位ごとに機械経費，労務費，材料

費を含んだ施工パッケージ単価「標準単価」を設定し，「補正」することで各地区の積算単価とす

る方式です。

標準単価は，基準地区おける基準年月の単価であることから積算に用いるには，積算地区におけ

る積算年月に対応するための「補正」が必要となります。

補正にあたっては，標準単価に機労材構成比を反映した『基準地区』と『積算地区』の機械・労

務・材料それぞれの価格比を乗じることで，時点補正及び地域補正を同時に行うものです。

施工パッケージ型積算方式による補正のイメージ
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１６－２ 用語の定義

施工パッケージ型積算方式において用いる用語の定義は以下のとおりとする。

「表 16-1」 

名 称 定 義 ・ 解 説

横浜積算単価 横浜地区における積算年月の施工単位当りの単価

東京標準単価 東京地区（東京 17 区）における基準年月の施工単位当りの単価 

代表機労材規格

東京標準単価を設定した際の代表的な機械・労務・材料・市場単価

〔機械３機種，労務４職種，材料４規格，市場単価１規格〕

代表機労材構成比 東京標準単価に設定された代表機労材規格ごとの金額構成比率

代表機労

材規格の

基準単価

東京機械単価 東京地区（東京 17 区）における基準年月の機械単価（賃料又は損料） 

東京労務単価 東京地区（東京 17 区）における基準年月の労務単価 

東京材料単価 東京地区（東京 17 区）における基準年月の材料単価 

東京市場単価 東京地区（東京 17 区）における基準年月の市場単価 

横浜機械単価 横浜地区における積算年月の機械単価（賃料又は損料）

横浜労務単価 横浜地区における積算年月の労務単価

横浜材料単価 横浜地区における積算年月の材料単価

横浜市場単価 横浜地区における積算年月の市場単価
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１６－３ 施工パッケージ型積算単価の算定方法

施工パッケージ型積算方式における横浜積算単価は，下記の補正式により算出する。

（１） 補正式

Ｐ´（横浜積算単価：積算地区，積算年月）

Ｋ1r Ｋ1t` Ｋ2r K2t` K3r K3t`

100 Ｋ1t 100 K2t 100 K3t

Ｒ1r Ｒ1t` Ｒ2r Ｒ2t` Ｒ3r Ｒ3t` Ｒ4t`

100 Ｒ1t 100 Ｒ2t 100 Ｒ3t Ｒ4t

Z1r Z1t` Z2r Z2t` Z3r Z3t` Z4t`

100 Z1t 100 Z2t 100 Z3t Z4t

Ｓt`

Ｓt

×

（＋

＋

× ＋

× ＋
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×
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＋
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Ｓr
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〕

Ｒ4r

100
×

）

× ＋

Z4r

Ｐ ：東京標準単価（東京 17 区，基準年月） 
Ｋr  ：東京標準単価における全機械（Ｋ1～Ｋ3,他）の構成比合計 
Ｋ1r～Ｋ3r  ：東京標準単価における代表機械規格Ｋ1～3の構成比

Ｋ1t～Ｋ3t  ：代表機械規格Ｋ1～3の東京機械単価（東京 17 区，基準年月） 
Ｋ1t´～Ｋ3t´：代表機械規格Ｋ1～3の横浜機械単価（横浜，積算年月）

Ｒr   ：東京標準単価における全労務（Ｒ1～Ｒ4,他）の構成比合計 
Ｒ1r～Ｒ4r  ：東京標準単価における代表労務規格Ｒ1～4の構成比

Ｒ1t～Ｒ4t  ：代表労務規格Ｒ1～4の東京労務単価（東京 17 区，基準年月） 
Ｒ1t´～Ｒ4t´：代表労務規格Ｒ1～4の横浜労務単価（横浜，積算年月）

Ｚr  ：東京標準単価における全材料（Ｚ1～Ｚ4,他）の構成比合計 
Ｚ1r～Ｚ4r  ：東京標準単価における代表材料規格Ｚ1～4の構成比

Ｚ1t～Ｚ4t  ：代表材料規格Ｚ1～4の東京材料単価（東京 17 区，基準年月） 
Ｚ1t´～Ｚ4t´：代表材料規格Ｚ1～4の横浜材料単価（横浜，積算年月）

Ｓr      ：東京標準単価における市場単価Ｓの構成比

Ｓt  ：市場単価 S の所与条件における東京市場単価（東京 17 区，基準年月） 
Ｓt´  ：市場単価 S の所与条件における横浜市場単価（横浜，積算年月） 

（２） 補正式内の端数処理

施工パッケージ型積算単価の計算過程の端数処理は，各機械経費，各労務費，各材料費の補正

計算ごとに少数５位止め６位四捨五入とし，（１）補正式の     で囲まれた計算式ごとに

行い，標準単価に乗じる最終補正係数の端数処理は行わない。  

（３） 積算単価の有効桁数

積算単価の有効桁数は４桁，５桁目以降を切り上げとし，小数点以下の円未満は切り捨てとす

る。詳細については１６-６積算例を参照。
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１６－４ 適用基準

施工パッケージ型積算方式において使用する適用基準（データ）の出典は，以下のとおりとする。

「表 16-2」 

単
価データ名称 適用基準（データ）

施
工
パ
ッ
ケ
ー
ジ
単
価

東京標準単価

施工パッケージ型積算方式標準単価表（R8.4 適用） 
国土交通省国土技術政策総合研究所ホームページ参照

代表機労材規格

機労材構成比

基
準
単
価

東京機械単価（損料） 令和７年度版建設機械等損料表 （一般社団法人日本建設機械施工協会）

東京機械単価（賃料） 物価資料（令和 7 年 4 月） 
東京労務単価 労務単価（令和 7 年度東京都）

国土交通省ホームページ参照（令和7年度公共工事設計労務単価）

東京材料単価 物価資料（令和 7 年 4 月）等 
東京市場単価 物価資料（令和 7 年 4 月適用） 

令和 7 年　4 月土木コスト情報（一般財団法人建設物価調査会）

令和 7 年　4 月土木施工単価（一般財団法人経済調査会）

積
算
用
単
価

横浜機械単価（損料） 
横浜機械単価（賃料） 土木工事資材等単価表

物価資料（積算月に適用されるもの），見積り等

横浜労務単価 公共工事設計労務単価表（積算月に適用されるもの）

横浜材料単価 土木工事資材等単価表

物価資料（積算年月に適用されるもの），見積り等

横浜市場単価 物価資料（積算年月に適用されるもの）

土木コスト情報（一般財団法人建設物価調査会）

土木施工単価（一般財団法人経済調査会），見積り等

※ 物価資料とは，「建設物価」「Web 建設物価」「土木コスト情報」(一般財団法人建設物価調査会

発行)及び「積算資料」「積算資料電子版」「土木施工単価」(一般財団法人経済調査会発行)をいう。

※ 代表機労材規格及びその記号（Z1，Z2 など）は，土木工事標準積算基準書にも記載されている

が，国土交通省国土技術政策総合研究所の HP の記載内容を優先する。（国土交通省の HP に掲載

されている施工パッケージ型積算方式標準単価表の規格は，基本的に構成比率が多い順に記載され

ており，土木工事標準積算基準書の並び順や記号（Z1，Z2 など）と一致していない箇所がある。） 

令和8年度版建設機械等損料表 （一般社団法人日本建設機械施工協会）
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１６－５ 代表機労材規格の基準単価の作成方法

（１）代表機労材規格の基準単価の作成

横浜市発注工事では，施工パッケージ型積算方式で東京標準単価から横浜積算単価への補正を

行う際に使用する代表機労材規格の基準単価（以下，「基準単価」）の内，物価資料を用いて作成

された基準単価は，原則として以下１～１０の手順により作成しています。

１． 基準単価は，「建設物価」「Web 建設物価」「土木コスト情報」（一般財団法人建設物価調査

会発行）及び「積算資料」「積算資料電子版」「土木施工単価」（一般財団法人経済調査会発行）

（以下，「物価資料」という。）の令和７年４月号または春号に掲載されている代表機労材規格

に基づく東京地区単価（東京 17 区単価）の平均値を採用している。（「東京地区単価」につい

ては「東京 23 区」「東京都」「関東」「全国」といった「東京 17 区」を内包する地区を適用

している場合がある。）

２． 一方の物価資料にしか掲載のないものについては，その単価とする。

３． 両誌の物価資料の単価を平均した場合は，物価資料の有効桁数で基本的に切り捨てしてい

る。

４． 物価資料の有効桁数が異なる場合は，有効桁数の多い方を平均値に採用している。

ただし，物価資料の有効桁数が３桁未満同士の場合は，平均値は有効数字３桁まで採用し

ている。また，賃料については有効数字３桁まで採用している。

５． 有効桁数は，０以外の数値が存在する最も高い位から最も低い位までの桁数により判定す

る。（例：１０，２００円⇒有効数字３桁）

６． ロットに応じた単価が設定されている場合には，原則としてロットが最大の単価を使用し

ている。

また，賃料については，それぞれの物価資料について長期割引補正を行った後で平均値を

採用している。したがって，長期割引補正を行う時点での，端数処理は行っていない。

７． 単位数量当りの材料金額の場合は，１～６の処理後に単位数量を乗じた金額としている。

したがって，単位数量を乗じた後での端数処理は行っていない。

８． 物価資料掲載単価の単位を変換するもの（例：「本」⇒「ｍ」 など）については，それぞ

れの物価資料の単価を単位変換（このとき，小数点第３位以降切り捨て第２位止め）後，平

均値を算出（有効桁数は，単位変換前の有効桁数を採用し，以降４．と同様とする。）してい

る。なお，一誌のみの単位変換は，原則，円止めとする。

９． 複数の単価を組み合わせるものについては，物価資料毎に単価を合計した上で，平均値（有

効桁数は３桁）を算出している。

10．両誌の物価資料に掲載のないものについては，「表 16-3」に示す国土交通省関東地方整備局

の特別調査結果等を採用している。
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「表 16-3」 

11．施工パッケージ型積算方式で標準単価から積算単価への補正を行う際に使用する代表

  機械規格の基準単価の機械損料は，建設機械等損料算定表の供用日当たり換算値損料

　（15 欄）を使用している。また，代表機械規格で使用している機械賃料は，原則とし

　て１６－５ 代表機労材規格の基準単価の作成方法の１～５の手順に準じて作成している。　

　　賃料は長期割引後の単価を使用しており，決定額は，長期割引前の有効桁としている。

　なお，資料に記載のない損料，賃料は「表16-4」、「表16-5」により作成している。
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材料規格名 単位 単価 採用年月

半たわみ性舗装用セメントミルク 超速硬型 Ｌ 215 円 令和 7 年 4 月 
ボックスカルバート RC B300×H300×L2000 
T－25 土被り 0.2～3.0m 

ｍ

(個) 
13,000 円 

(26,000 円) 
令和 7 年 4 月 

連結金具（根固めブロック用）φ16 1,500 円 
橋梁用排水桝 鋼桁用 A タイプ  
首下 265  FC250 本体 13.6kg/個 

個 17,200 円 

橋梁用排水桝 鋼桁用 A タイプ  
首下 265  FC250 本体 82.2kg/個 

個 104,000 円 

銘板 300×200×13 枚 46,200 円 
注入材 エポキシ樹脂 kg 3,400 円 令和 7 年 4 月 
分岐桝 450×500×900 個 88,900 円 令和 7 年 4 月 
分岐桝 550×800×1200 個 143,000 円 令和 7 年 4 月 
U 型ボックス通信Ⅱ型 1200×1000×3000 個 501,000 円 令和 7 年 4 月 

※橋梁用排水桝は特別調査結果を基に算出した単価にて設定。

令和 7 年 4 月 

令和 7 年 4 月 

令和 7 年 4 月 

個 令和 7 年 4 月 



（２） その他注意事項

東京標準単価から横浜積算単価への補正を行う際に使用する基準単価（東京機械単価，東京労

務単価，東京材料単価，東京市場単価）は，（１）に示す方法により作成を行うが，横浜機械単

価，横浜労務単価，横浜材料単価，横浜市場単価は，〔「土木工事標準積算基準書(土木工事編) [Ⅰ]
第Ⅰ編総則 第２章工事費の積算」及び「(同基準書)[Ⅱ]第Ⅱ編 積算参考資料 第２章工事費の積

算」〕による。

また，基準単価の作成における「歩車道境界ブロック」および「地先境界ブロック」の単位変

換（「個」→「ｍ」）においては，ともに，[１ｍ＝１．６５個]として算出している 

「表16-5」（両方の物価資料に掲載のない賃料）

「　表　1　6　-　4　」（建設機械等損料算定表に記載のない機械） 
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機械規格名 単位 損料(15 欄) 採用年月

草刈車 ロングリーチモア装置付 ホイール式 供用日 33,000 円 令和 7 年 4 月 
集草機［遠隔操縦式］ 集草幅 160cm 供用日 9,800 円 令和 7 年 4 月 
バックホウ用アタッチメント［切断機能付掴み装

置］開口幅８８０～１，０００mm カット最大

寸法３００～４００ｍｍ

供用日 6,450 円 令和 7 年 4 月 

ダンプトラック（深あおり・土砂禁止）［オンロ

ード・ディーゼル］ １０ｔ積級 （タイヤ損耗

費及び補修費（良好）を含む）

供用日 35,847 円 令和 7 年 4 月 

機械規格名 単位 単価 採用年月

バックホウ（クローラ型）［超ロングアーム

型・排出ガス対策型（２０１４年規制）］ バ

ケット容量０．３ｍ３

供用日 27,000 円 令和 7 年 4 月 

バックホウ（クローラ型）［超ロングアーム型・

排出ガス対策型（２０１４年規制）］ バケット

容量０．４５ｍ３

供用日 26,800 円 令和 7 年 4 月 

ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額（モータグレーダ） 供用日 49,000 円 令和７年 4 月 
ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額

（バックホウ（ＩＣＴ施工対応型））
供用日 13,000 円 令和７年 4 月 

ＩＣＴ建設機械経費賃料加算額

（ブルドーザ（ＩＣＴ施工対応型））
供用日 13,000 円 令和７年 4 月 

バックホウ（クローラ型）［ＩＣＴ施工対応型・クレー

ン機能付］バケット容量 0.5m3 吊能力 2.9t 日 22,600 円 令和７年 4 月 

バックホウ(クローラ型)後方超小旋回型・クレーン機能

付 バケット容量 0.5～0.6m3 吊能力 2.9t 
日 7,700 円 令和７年 4 月 

散水車［トラック架装型］タンク容量 3,800L 日 7,320 円 令和７年 4 月 
空気圧縮機［可搬式・エンジン駆動・スクリュ型］

吐出量 3.5～3.7m3/min・アフタークーラー仕様 
日 1,100 円 令和７年 4 月 
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１６－６ 積算例

・

□

積算例は横浜地区の一部単価を R07.07 としているので実際の数値とは異なる。

アスファルト舗装工［表層（車道・路肩部）］

〔再生密粒度ｱｽｺﾝ（20），厚さ 50ｍｍ，平均幅員 1.4ｍ以上3.0ｍ以下，ﾀｯｸｺｰﾄ〕 CB410260 

Ｋ (Ｋｒ)

(Ｋ1ｒ) (Ｋ1ｔ)

(Ｋ2ｒ) (Ｋ2ｔ)

(Ｋ3ｒ) (Ｋ3ｔ)

Ｒ (Ｒｒ)

(Ｒ1ｒ) (Ｒ1ｔ)

(Ｒ2ｒ) (Ｒ2ｔ)

(Ｒ3ｒ) (Ｒ3ｔ)

(Ｒ4ｒ) (Ｒ4ｔ)

Ｚ (Zｒ)

(Ｚ1ｒ) (Ｚ1ｔ)

(Ｚ2ｒ) (Ｚ2ｔ)

(Ｚ3ｒ) (Ｚ3ｔ)

(Ｚ4ｒ) (Ｚ4ｔ)

Ｓ (Ｓｒ) (Ｓｔ)―

円/㎡

―

※ 東京標準単価 07.04適用： 1827.2

Ｚ4

軽油　パトロール給油

ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物　密粒度AS混合物(20)

ｱｽﾌｧﾙﾄ乳剤　PK-4 ﾀｯｸｺ-ﾄ用

26,500

31,400

28,300

31,000

112

29,900

32,600

11,600 12,000

(再生材)

148

82.63

2.42

0.30

103

138

79.88

普通作業員

Ｒ4 土木一般世話役

Ｒ3 特殊作業員

Ｒ2 運転手（特殊）

Ｚ2

Ｚ1

横浜単価（円）
(R07.07)

代表機労材規格 構成比％
東京基準単価（円）

(R06.04)

3,540

3,250

14,800

3,540

25,400

28,900

15.67

5.35

3.65

3,250

振動ローラ（舗装用）［搭乗・コンバインド式・超低騒音型・排出ガス対
策型(第３次基準値)］ 質量3～4t

Ｋ3
タイヤローラ［普通型・超低騒音型・排出ガス対策型（第３次基準
値）］ 質量3～4t

3.57

1.30

Ｚ3

Ｒ1

(Ｋ1t’)

(Ｋ2t’)

(Ｋ3t’)

14,800

機労材別

賃料 1.70

0.20

1.09

0.22

Ｋ1
アスファルトフィニッシャ［ホイール型・低騒音型・排出ガス対策型
（2014年規制）］ 舗装幅1.4～3.0m

Ｋ2

――

(Ｚ1ｔ’)

(Ｚ2ｔ’)

(Ｚ3ｔ’)

(Ｚ4ｔ’)

(Ｒ1ｔ’)

(Ｒ2ｔ’)

(Ｒ3ｔ’)

(Ｒ4ｔ’)

(Ｓｔ’)

□上表の数値を補正式に代入。

×
＋ ＋

＋ ＋ ＋

＋ ＋＋

-
100

）＋

＋

Sr

×

×

100

148

- 0.0015.67- - 82.63

28,300

138100

0.201.09

Z1t'

×

0.22

Z4r

R4r
15.67

1.303.573.65

×

×

×

Z4t'

100 0
00.00

K1r

）

R4t'
3.57

100
1.30

100
2.42

0.22
100

3.65
100

0.30

28,900

103.0
112

R2t

100

1

11,600

14,800
（

＋

＋

＋

｛

×（

〔Z1～Z4：小数５位止め６位四捨五入（ZR）〕

100

31,000

＋

＋

＋ ＋（

100

29,900 32,600

3,250

Z1r

5.35 26,500

1.09 14,800

100

3,540
3,540

＋

＋

3,250
0.20

×

×

〔K1～K3：小数５位止め６位四捨五入（KR）〕

〔R1～R4：小数５位止め６位四捨五入（RR）〕

Z2t' Z3t'

R1t' R3r

25,400

0.00 0

79.88 12,000

K3t'K2t'K1t' K3r

100

R2t'
31,400

R3t'

Z2t

〔SR：小数５位止め６位四捨五入〕 〔X：小数５位止め６位四捨五入〕

＋
100 1.70

Sr St' Kr Rr Zr

KrK1r K2r

R1r R2r

Z1r Z2r Z3r

R3t R4tR1t

）×

〔KX：小数５位止め６位四捨五入〕

×

×

〔RX：小数５位止め６位四捨五入〕

K3t

1.70

Z3rZ2r

St

K1t K2t K2r

×

×

Z4rZ4tZ3tZ1t

Rr

Zr

〔ZX：小数５位止め６位四捨五入〕

5.35
R1r

K3r

79.88 0.000.30

R2r

2.42
82.63

R3r R4r

KR KX RR RX ZR ZX SR X
×＝ ｛ × ＋ × ＋ × ＋ ＋ }

：有効４桁，５桁目以降切り上げ，小数点以下切り捨て整数止め。
　ただし，一円未満は一円。

□横浜積算単価
P’＝1,899(円/㎡)

標準単価P
1,827.20

〔ここでの端数処理は行わない〕

0.14687 1.12978 0.855871,898.6598457
積算単価 P'

1.00036 0.00000 0.000000.01510 1.12583
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